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1    日本

の電易鰹真空不均衡の問題がある。日本の

:    貿易収支は,1983年 で315億ドル (7兆 2,450億
! 
  円 (1ド ル=230円 で換算))の 黒字 であり,

対アメリカについては181億ドル,対 ECに つ

ば十分認織できるであろう。

日本のこのような大幅な黒字は, 自由貿易体

/tl後 のものに大き4影響を与え, 自由主義国↓と
おける失業率の増大と,非 産油国における石油

輸入代金の圧迫等の要因とともに,世 界の自由

主義国における保護貿易主義の台頭の大きな原

因の 1つ となっているといわれている。

日本の貿易黒字は,1981年に2001意ドル,1982

年に181億ドルであり,また貿易収支が為替変動ゃ

原油価格等の要因で大幅に変動 しうるものであ

ることを考えると,1983年の315億ドルという

の5分の 1,貿 易黒字の額の9割程度である。

このことは, 日本経済が輸出依存型であり, 日

本経済の好不況は,公 共事業費の増減などの要

因もさることながら,輸 出の増減により大きく

左右される体質となっていることを示している。

このようなことを考えると, 日本の貿易黒字
'

幅が大き過ぎて世界の自由貿易体制を揺るがし

ていると言われたからといって日本の輸出額を

急激に減らすことは, 日本経済を大不況に転落

させることを意味するため国内政策としては取

り得ず, とりうる選択肢としては, 日本の輸入

額を増やして貿易収支のパランスをとっていく

ことくらいであろうと思われる。
一方、1982年の製品輸入額は,総 額で 328億

ドルであり,輸 入全体の22,9%でしかない (ち

なみに鉱物性燃料49.7%,原 料品ユ4.3%,食 料

品11.0%)。日本の輸出額 (1,377億ドル)の97.2

%は 工業製品であるから,(工 業)製品に関する

輸出入の額の差は1,000億ドル (23兆円)に も

上るのである。

日本がこのような貿易構造となることは,今

のような経済社会体制のもとでは,相 当程度ま

で宿命的なものであると思われるが,黒 字幅が

大き過ぎるために,こ の傾向を助長することに

なっている。

日本にとって最も問題であるのは,こ のよう

を昌摺虐筆艦登辞子i監生ゑ
して円が安過ぎることなど,本 来アメリカの高

金rl政策の為てはないかと言われているものコ

○ 現にアメリカ商務省
盈号子者善と垂暑をぁ密(C)予算吾1擦署署審宛『晶ね 昌笛忌懇o ど半年ごとに日本を訪れて、

関係省庁を訪問し,ア メリカの対日輸出にとっ

て問題となる大小様々な事項について,製 品に

よっては極めて具体的に,そ うでない場合には

包括的な制度改善の問題として,指 摘と要望を

行っているし、EC諸 国も同様の要望を外交ル

ートを通して行っている。
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ないものなど,安 くて良い外国製品があっても日

本に入って来にくかつたり, 日本に入って来て

も流通経費をのせるうちに,価 格的には大きな

メリットカマなくをってしまったりする要因は,

他にもあると思ゎれるのであるが,こ れらと並

んで国民を保護するために作られた。様々を基

準 ・認証制度が,実 質上国内産業を保護するよ

うに働いており,も のによつては,国 内産業を

保護するような内容で定められていると考えら

れているのである。     
タ

確かに, 日本の基準認証制度を外国からの対

日輸出のしやすさという眼で見れば,指 摘され

ているような事項もないとは言えない。
一方で

このような点が 「ヤリ玉」にあげられ世界の自

由主義国の間で保護貿易主義が台頭する口実と

されていることが見逃せない点である。
「日本は,

巧妙を制度で非関税障壁を作り,国 内産業を保

護しながら巨額の貿易黒字を手にしているのに,

他国が保護貿易をとろうとすると, 自由貿易の

たてまえを主張する」というわけである。

日本経済は,理 由が何であれ保護貿易が自由

主義国の(特にアメリカやECの )主流となった

のでは成り立たない構造をもっているので,世

界経済の中で自由貿易の存続を主張しなければ

ならないが,そ のためには日本が保護貿易的な

国内政策をとっていないことは,最 低限の条件

であろう。

日本の基準 ・認証前1度が (政策的になされて

いるか否かはともかくとして,)保護貿易主義的

な側面をもっているのであれば,自 由貿易体制

をリードするという日本の立場からすれば,た

とえ各国の基準・認証制度がどうあろうと, 日

本の制度におけるそのような側面は正さなけれ

tゴならない

超》た蟹握霊督告品窪尻ま皆罫:喬子を暑箕晟掃官を告
の決定は,以 上のような背景をもとになされた

ものであり,ア メリカやECか らの要求の前に,

日本政府が制度面で譲歩して,国 内政策を変更

するという図式とは,意 味が異なると考えられ

るのである。またこのような背景を考えれば、

今回の決定がアメリカやECと の協定という形

でなく,

ものであり,従 ってアメリカや ECに
一定の

条件を求めるという性格のものではないという

ことも理解されるであろ亨。アメリカなとが今
回の決定に関して 「相互主義」は問題であると

し, 日本側としても今回の決定について
「相互

主義」を主張していないのも,今回の決定が,二自

由貿易体型二存続させて
いくと上二 日杢2塗 ど

」

という,一 種の宣言であると考えれば,容 易に

理解できるものと思われるのである。

しかしながら個別の産業の側から見れば,そ

のような 「日本政府の方針」は
「総論」として

は判っても,具 体的な施策として出てきた場合

には死活問題となることもあろう。

消防庁としても消防用機械器具等に係る業界

の実状を踏まえつつ,具 体的な対応を図ってい

く必要があると考えている。


